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市 税 4,514,166 2,468,028 54.67
地 方 譲 与 税 218,000 66,590 30.55

令和2年度上半期（4月～9月）の財政事情（令和2年9月30日現在）
１　歳入及び歳出の概況

区　　　　　　　分 予算現額 収入済額
予算に対する
収入率（％）

（単位：千円）

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 10,000 0 0.00

地 方 消 費 税 交 付 金 910,000 522,028 57.37

利 子 割 交 付 金 5,000 1,374 27.48
配 当 割 交 付 金 14,000 3,680 26.29

法 人 事 業 税 交 付 金 41,000 23,301 56.83

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 19,000 5,641 29.69
環 境 性 能 割 交 付 金 16,000 3,008 18.80

分 担 金 及 び 負 担 金 42,389 16,557 39.06

国有提供施設等所在市町村助成交付金 1,898 0 0.00
地 方 特 例 交 付 金 37,000 43,755 118.26

使 用 料 及 び 手 数 料 115,311 45,060 39.08

地 方 交 付 税 7,106,000 4,930,364 69.38
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 4,666 2,315 49.61

財 産 収 入 14,922 3,740 25.06
寄 附 金 211,503 53,953 25.51

国 庫 支 出 金 8,034,980 5,120,628 63.73
県 支 出 金 1,826,325 264,596 14.49

諸 収 入 493,625 80,872 16.38
市 債 1,197,292 0 0.00

繰 入 金 1,093,417 0 0.00
繰 越 金 298,961 699,538 233.99

令 和 元 年 度 繰 越 明 許 費 1,329,579 220,450 16.58
合　　　　　　　計 27,555,034 14,575,478 52.90

小　　　　　　　計 26,225,455 14,355,028 54.74

（単位：千円）

区　　　　　　　分 予算現額 支出済額
予算に対する
執行率（％）

議 会 費 160,445 82,703 51.55

衛 生 費 1,897,559 722,357 38.07
労 働 費 20,100 20,100 100.00

総 務 費 6,335,179 4,888,474 77.16
民 生 費 6,461,725 2,282,534 35.32

土 木 費 3,429,949 975,578 28.44
消 防 費 924,852 395,657 42.78

農 林 水 産 業 費 806,945 279,381 34.62
商 工 費 772,644 446,358 57.77

公 債 費 2,345,132 1,160,889 49.50
諸 支 出 金 126 0 0.00

教 育 費 3,002,936 766,466 25.52
災 害 復 旧 費 3,892 70 1.80

令 和 元 年 度 繰 越 明 許 費 1,329,579 328,598 24.71

予 備 費 63,971 0 0.00
小　　　　　　　計 26,225,455 12,020,567 45.84

合　　　　　　　計 27,555,034 12,349,165 44.82
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区　　　　　　　分 予算現額 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,082,030 1,646,474 1,555,666

（２）特別会計等 （単位：千円）

押 切 外 四 ヶ 大 字 財 産 区 特 別 会 計 5,017 7,276 837

少 年 自 然 の 家 特 別 会 計 33,322 13,503 12,470

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 865,637 366,847 315,483

介 護 保 険 特 別 会 計 5,095,247 2,074,710 2,109,514

水 道 事 業 会 計

収 益 的
収 支

1,318,178 576,308

1,215,575 220,603

資 本 的
収 支

429,560 72

1,069,363 494,595

63,490

137,799 25,281

合　　　　　　　計 17,338,378 5,732,522 6,703,894

病 院 事 業 会 計

収 益 的
収 支

651,634 45,668

1,069,807 447,037

資 本 的
収 支

112,629

※水道・下水道・病院事業会計の予算現額は、収益的支出と資本的支出を集計しています。

下 水 道 事 業 会 計

収 益 的
収 支

1,941,333 753,372

1,859,740 397,542

資 本 的
収 支

1,397,127 184,802

1,904,841 1,124,866
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※出資金には、出資による権利と、出捐金の合計額を計上しています。

２　市民負担の概況

（単位：千円）

市税の区分 予算現額 調定額
予算現額負担状況（円）

１人当たり １世帯当たり

市 民 税 1,888,032 1,774,933 45,549 129,637

固 定 資 産 税 2,200,850 2,451,858 53,095 151,116

軽 自 動 車 税 167,460 172,606 4,040 11,498

市 た ば こ 税 242,001 126,454 5,838 16,616

鉱 産 税 1,037 368 25 71

入 湯 税 14,786 4,245 357 1,015

合　　　　　　計 4,514,166 4,530,464 108,904 309,953

世　帯　数（世帯） 14,564
（令和2年9月30日現在）

人　　　口（ 人 ） 41,451

特別会計等の市債残高 27,914,461 673,433 1,916,675
全会計の一時借入金残高 500,000 12,062 34,331

（単位：千円）

区　　　　　　　　　　分
借入金の負担状況（円）

１人当たり １世帯当たり

一般会計の市債残高 21,369,107 515,527 1,467,255

土 地 （ ㎡ ） 1,983,754.83 1,473,940.42 509,814.41

建 物 （ ㎡ ） 200,847.62 186,142.29 14,705.33

合　　　　　　　計 49,783,568 1,201,022 3,418,261

３　財産の現在高

区　　　　　　　　　　分
備　　　　　　　考

行政財産 普通財産

基 金（千 円） 8,200,890

有価証券 （千 円） 3,500

出 資 金 （ 千 円 ） 56,339
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令和元年度 一般会計決算の概況 

 

（1）総 括 

単位：千円 

歳　入　総　額 (A) 21,235,520 21,767,955

歳　出　総　額 (B) 20,320,212 20,527,311

歳入歳出差引額　　(A)　－　(B) (C) 915,308 1,240,644

翌年度に繰り越すべき財源 (D) 215,770 404,294

実　質　収　支　　　(C) 　－　(D) (E) ① 699,538 ② 836,350

単 年 度 収 支　　　①　 －　 ② (F) △ 136,812 △ 109,885

財政調整基金積立金 (G) 202 202

公債費繰上償還金 (H) 0 400

財政調整基金取崩額 (I) 0 0

実質単年度収支 (J)

　(F)　＋　(G)　＋　(H)　－　(I) △ 136,610 △ 109,283

実質収支比率　　　(E)　÷　(L) (K) 5.6% 6.6%

標準財政規模 (L) 12,598,332 12,748,909

区　　分 令和元年度 平成30年度

 

 令和元年度一般会計の決算額は、前年度に比べて、歳入では 5 億 3,243 万 5 千

円、2.4％減、歳出では 203 億 2,021万 2千円、1.0％減となりました。 

 歳入歳出差引額である形式収支は 9 億 1,530 万 8 千円の黒字であり、ここから

繰越明許費の各事業に充てる翌年度に繰り越すべき財源 2 億 1,577 万円を控除し

た実質収支においても 6億 9,953万 8千円の黒字となりました。 

 また、実質単年度収支については、令和元年度は 1 億 3,661 万円の赤字であり

ますが、実質収支においては平年ベースを上回っています。 

 

※ 標準財政規模… 

その地方自治体が標準的な状態であるときに、通常収入が見込まれる 

一般財源の規模を表すものです。 
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（２）歳 入 （歳入イ表とロ表を参照） 

 

歳入の主な科目別の決算状況と増減要因は、次のとおりです。 

 

１ 市税 45億 8,543万 9千円（前年度比 2,960万 8千円、0.6％減） 

市税については、固定資産税が前年度比 1.0％増となりましたが、法人市民税が税

率改正などの影響により前年度比 13.1％減と落ち込んだため、全体では減収となり

ました。 

収納率は高い率を堅持しています。 

 

 ２ 交付金 9億 1,102万 1千円（前年度比 868万 9千円、0.9％減） 

低金利を反映して利子割交付金が前年度比 54.1%減となったほか、株式等譲渡所得

割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金の 4 交

付金においても前年度を下回る交付となりました。 

一方、配当割交付金、ゴルフ場利用税交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付

金、地方特例交付金については、前年度を上回りました。 

また、令和元年 9 月の自動車取得税廃止に伴い、自動車取得時に課税される自動車

税環境性能割の一部を県が交付する環境性能割交付金が創設されました。 

 

 ３ 地方交付税 72億 3,166万 4千円（前年度比 3,202万 2千円、0.4％減） 

  普通交付税（前年度比 1,905万 7千円、0.3％減）は減収となっており、これは合併

算定替の段階的縮減などによるものです。 

  また、特別交付税（前年度比 1,296万 5千円、1.7％減）は、バス購入費などが算入

されたものの、少雪による除排雪費の減少などにより減収となったものです。 

 

４ 県支出金 17億 7,300万 3千円（前年度比 2億 28万 7千円、12.7％増） 

多面的機能支払交付金事業補助金（1億 291万 5千円）や子ども・子育て支援交付金

（7,115万 7千円）が主なものです。 

 

５ 財産収入 5,077万 2千円（前年度比 92万 7千円、1.8％減） 

   学校法人に対する土地売却、一般県道新関水原停車場線交差点改良工事に伴う土地

売却などによるものです。 

 

６ 寄附金 2億 8,363万 9千円（前年度比 9,428万円、49.8％増） 

ふるさと納税インターネット受付サイトの活用により大幅増となりました。 
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７ 繰入金 4億 3,117万円（前年度比 1億 1,556万 3千円、36.6％増） 

市営西部工業団地の用地売却完了に伴い工業団地造成事業特別会計からの繰入金（1

億 9,338万 8千円）や市の一体感醸成などを目的とした合併振興基金繰入金（1億 1,507

万 9千円）が主なものです。 

    

８ 繰越金 12億 4,064万 4千円（前年度比 3,995万 9千円、3.3％増） 

前年度繰越金（8 億 3,635 万円）、小中学校エアコン設置工事費などの繰越明許費に

充てる前年度繰越金繰越明許分（4億 429万 4千円）です。 

 

９ 市債 8億 5,829万 2千円（前年度比 11億 7,527万 4千円、57.8％減） 

主なものは、道路新設改良事業事業債（9,250万円）、県営湛水防除事業債（8,170万

円）が主なものです。 

   借入に際しては、合併特例事業債等の元利償還金の交付税措置が有利な起債を充て

ることで、後年度負担にならないよう配慮しています。 
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歳  入 

イ 歳入決算の状況                       （単位：千円、％）

構成比 構成比 増減額 増減率

1 市 税 4,585,439 21.6 4,615,047 21.2 △ 29,608 △ 0.6

2 地 方 譲 与 税 226,400 1.1 220,765 1.0 5,635 2.6

3 利 子 割 交 付 金 3,111 0.0 6,772 0.0 △ 3,661 △ 54.1

4 配 当 割 交 付 金 15,913 0.1 13,521 0.1 2,392 17.7

5
株 式 等譲 渡所 得割
交 付 金

8,600 0.0 10,457 0.0 △ 1,857 △ 17.8

6 地 方 消費 税交 付金 749,198 3.5 777,169 3.6 △ 27,971 △ 3.6

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

22,276 0.1 21,359 0.1 917 4.3

8
自 動 車 取 得 税
交 付 金

29,470 0.1 57,864 0.3 △ 28,394 △ 49.1

9 環 境 性能 割交 付金 7,827 0.0 － － 7,827 皆増

10
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

1,978 0.0 1,859 0.0 119 6.4

11 地 方 特 例 交 付 金 68,314 0.3 26,043 0.1 42,271 162.3

12 地 方 交 付 税 7,231,664 34.1 7,263,686 33.4 △ 32,022 △ 0.4

13
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

4,334 0.0 4,666 0.0 △ 332 △ 7.1

14 分 担 金及 び負 担金 51,216 0.2 56,169 0.3 △ 4,953 △ 8.8

15 使 用 料及 び手 数料 114,684 0.6 119,632 0.6 △ 4,948 △ 4.1

16 国 庫 支 出 金 2,890,976 13.6 2,664,477 12.2 226,499 8.5

17 県 支 出 金 1,773,003 8.3 1,572,716 7.2 200,287 12.7

18 財 産 収 入 50,772 0.2 51,699 0.2 △ 927 △ 1.8

19 寄 附 金 283,639 1.3 189,359 0.9 94,280 49.8

20 繰 入 金 431,170 2.1 315,607 1.5 115,563 36.6

21 繰 越 金 1,240,644 5.9 1,200,685 5.5 39,959 3.3

22 諸 収 入 586,600 2.8 544,837 2.5 41,763 7.7

23 市 債 858,292 4.1 2,033,566 9.3 △ 1,175,274 △ 57.8

合 計 21,235,520 100.0 21,767,955 100.0 △ 532,435 △ 2.4

区　　分
令和元年度 平成30年度 前年度対比
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ロ 市税収納の状況                      （単位：千円、％） 

99.10

(99.10)

103.93

(99.90)

98.02

(98.18)

100.00

(100.00)

98.42

(98.34)

100.00

(-)
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99.15

(99.14)

99.05

(98.97)

26.57

(22.41)

23.19

(22.91)

11.03

(11.96)

16.95

(16.76)

100.00

(100.00)

14.44

(14.39)

94.32

(94.21)

令和元年度
収納率

※括弧内は
前年度数値

収　　入　　額

前年度対比

1,559,190
市
　
民
　
税

個　　人

法　　人

区　　分
令和元年度 平成30年度

増減額 増減率

1,561,435 △ 2,245 △ 0.1

451,538 △ 59,120 △ 13.1

155,521 151,920 3,601 2.4

392,418

2,071,544 2,039,752 31,792 1.6

98,525 107,474 △ 8,949 △ 8.3

鉱 産 税

入 湯 税

小　　計

現
　
年
　
課
　
税
　
分

市
　
民
　
税

個　　人

法　　人

たばこ税

固
定
資
産
税

固定資産税

国有資産等所在
市町村交付金

軽
自
動
車
税

軽自動車税

環境性能割

軽自動車税

入 湯 税

小　　計

合　　　計

滞
　
納
　
繰
　
越
　
分

固定資産税

256,044 252,225 3,819 1.5

958 831 127 15.3

14,713 15,215 △ 502 △ 3.3

4,550,022 4,580,390 △ 30,368 △ 0.7

19.7

△ 89 △ 17.3

20,590 21,793

12,862 10,744

424 513

4,585,439 4,615,047

133 338

2,118

1,408 1,269

1,109 － 1,109 皆増

△ 29,608 △ 0.6

△ 1,203 △ 5.5

139 11.0

△ 205 △ 60.7

760 2.235,417 34,657
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(３) 歳 出 （歳出イ表とロ表を参照） 

 歳出決算額を「目的別」と「性質別」で見た決算状況と増減要因は、以下のとおりで

す。 

１ 目的別決算における対比 

令和元年度決算では、目的別では教育費、民生費、土木費が増加したものの、総務

費、農林水産業費などの減少により、203億 2,021万 2千円（前年度比 2億 709万 9

千円、1.0％減）となりました。 

平成 30年度決算比で増加率が大きい主な費目として、教育費（前年度比 3億 8,600

万 3 千円、18.6％増）では、小・中学校長寿命化等改修工事費及び学校施設エアコ

ン設置工事が行われたことにより増加率がトップとなりました。 

民生費（前年度比 3億 3,039万 9千円、5.4％増）は補装具費支給事業費などの障

害者福祉費及び公認保育園施設整備事業補助金などの児童措置費の増額により増加

しました。 

土木費（前年度比 2,503万 2千円、0.9％増）は下水道事業会計への繰出金の増額

や、消雪施設関連工事費の増額により増加しました。。 

一方、平成 30年度決算比で減少率が大きい主な費目として、総務費（前年度比 7

億 6,650万円、28.0%減）では、安田地区複合施設（風とぴあ）の整備事業費、ふる

さと納税の増加に伴う返礼品の増加やふるさと阿賀野市応援基金への積立などから

増加率でトップとなりました。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

順
位 

目的別決算の対比（％） 性質別決算の対比（％） 

構成比の比較   令和元年度 平成 30年度 構成比の比較  令和元年度 平成 30年度 

1 民生費 31.5  29.6  扶助費 19.4  18.9  

2 土木費 13.3  13.0  人件費 16.6  16.7  

3 教育費 12.1  10.1  物件費 14.4  12.8  

4 公債費 11.0  10.9  繰出金 14.3  13.9  

5 総務費 9.7  13.4  公債費 11.3  11.3  

6 衛生費 9.7  8.6  普通建設事業費 11.0  14.6  

7 消防費 4.1  4.3  補助費等 6.2  5.9  

8 農林水産業費 4.1  4.9  積立金 4.2  3.1  

9 商工費 2.9  3.1  貸付金 1.6  1.7  

10 議会費 0.8  0.8  維持補修費 1.0  1.1  

11 諸支出金 0.7  1.2  投資及び出資金 0.0  0.0  

12 労働費 0.1  0.1  災害復旧費 0.0  0.0  

13 災害復旧費 0.0  0.0     
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２ 性質別経費の決算額及び前年度比較 

 

（１）義務的経費 96億 1,922万 6千円（前年度比 887万 2千円、0.1％減） 

扶助費（前年度比 6,998万 8千円、1.8％増）では、少子化対策、高齢化社会

や障がい福祉への対応などによって増加しましたが、人件費（前年度比 5,917万

8千円、1.7％減）、公債費（前年度比 1,968万 2千円、0.9％減）は減少しまし

た。 

（２）投資的経費 22 億 4,056 万 2 千円（前年度比 7 億 5,107 万 9 千円、25.1％減） 

普通建設事業費は、補助事業（道路消雪施設修繕事業等）は増加しましたが、

単独事業（安田地区複合施設整備事業の完了など）が減少したことにより全体

的な金額は減少しました。 

（３）その他の経費 84億 6,042万 4千円（前年度比 5億 5,285万 2千円、7.0％増） 

その他の経費の増減内容と、10％以上の増減率となった項目の主な理由は以

下のとおりです。 

〇 物件費【消費的性質の経費】 

29億 1,564万 5千円（前年度 2億 9,550万 1千円、11.3%増） 

ふるさと納税返礼品の増額などによるものです。 

〇 維持補修費【道路や公共用施設などの管理に必要な経費】 

1億 9,959万 6千円（前年度比 2,696万 7千円、11.9％減） 

除雪関連経費の減少によるものです。 

〇 積立金【基金に積立てをする経費】 

8億 6,302万 9千円（前年度比 2億 2,313万 9千円、34.9％増） 

ふるさと阿賀野市応援基金などの積み増しによるものです。 
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歳  出 

イ 目的別歳出決算の状況 

                                 （単位：千円、％） 

構成比 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 160,649 0.8 161,864 0.8 △ 1,215 △ 0.8

2 総 務 費 1,975,321 9.7 2,741,823 13.4 △ 766,502 △ 28.0

3 民 生 費 6,405,042 31.5 6,074,643 29.6 330,399 5.4

4 衛 生 費 1,970,152 9.7 1,765,961 8.6 204,191 11.6

5 労 働 費 20,100 0.1 20,000 0.1 100 0.5

6 農 林 水 産 業 費 832,025 4.1 1,007,500 4.9 △ 175,475 △ 17.4

7 商 工 費 587,454 2.9 633,880 3.1 △ 46,426 △ 7.3

8 土 木 費 2,700,777 13.3 2,675,745 13.0 25,032 0.9

9 消 防 費 835,682 4.1 889,377 4.3 △ 53,695 △ 6.0

10 教 育 費 2,459,312 12.1 2,073,309 10.1 386,003 18.6

11 災 害 復 旧 費 151 0.0 0 0.0 151 皆増

12 公 債 費 2,243,447 11.0 2,233,128 10.9 10,319 0.5

13 諸 支 出 金 130,100 0.7 250,081 1.2 △ 119,981 △ 48.0

合 計 20,320,212 100.0 20,527,311 100.0 △ 207,099 △ 1.0

区　　分

令和元年度 平成30年度 前年度対比
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ロ 性質別歳出決算の状況 

                                （単位：千円、％） 

構成比 構成比 増減額 増減率

3,382,426 16.6 3,441,604 16.7 △ 59,178 △ 1.7

3,943,353 19.4 3,873,365 18.9 69,988 1.8

2,293,447 11.3 2,313,129 11.3 △ 19,682 △ 0.9

9,619,226 47.3 9,628,098 46.9 △ 8,872 △ 0.1

2,240,411 11.0 2,991,641 14.6 △ 751,230 △ 25.1

補 助 事 業 1,399,637 6.9 946,867 4.6 452,770 47.8

単 独 事 業 642,003 3.1 1,808,281 8.8 △ 1,166,278 △ 64.5

県営事業補助金 198,771 1.0 236,493 1.2 △ 37,722 △ 16.0

151 0.0 0 0.0 151 ―

2,240,562 11.0 2,991,641 14.6 △ 751,079 △ 25.1

2,915,645 14.4 2,620,144 12.8 295,501 11.3

199,596 1.0 226,563 1.1 △ 26,967 △ 11.9

1,261,586 6.2 1,206,329 5.9 55,257 4.6

一部事務組合分 257,005 1.3 286,986 1.4 △ 29,981 △ 10.4

320,000 1.6 350,000 1.7 △ 30,000 △ 8.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0

863,029 4.2 639,890 3.1 223,139 34.9

2,900,568 14.3 2,864,646 13.9 35,922 1.3

8,460,424 41.7 7,907,572 38.5 552,852 7.0

20,320,212 100.0 20,527,311 100.0 △ 207,099 △ 1.0合　　　計

そ
の
他
の
経
費

小　　計

貸　付　金

投資及び出資金

積　立　金

繰　出　金

物　件　費

維持補修費

補 助 費 等

令和元年度 平成30年度 前年度対比

区　　分

普通建設事業費

人　件　費

扶　助　費

公　債　費

小　　計

投
資
的
経
費

義
務
的
経
費

災害復旧事業費

小　　計

 



（単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 4,267,276 4,217,183 50,093

H30 4,170,246 4,117,379 52,867

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 823,758 816,320 7,438

H30 810,218 802,477 7,741

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 5,189,168 5,058,009 131,159

H30 5,174,974 4,949,067 225,907

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 8,043 4,268 3,775

H30 7,327 4,288 3,039

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 30,450 28,633 1,817

H30 31,437 29,909 1,528

（単位：千円）

歳 入 総 額 歳 出 総 額 歳入歳出差引額

R01 193,388 193,388 0

H30 2,079 2,079 0
工業団地 造成 事業 特別 会計

会 計 名

会 計 名

少 年 自 然 の 家 特 別 会 計

会 計 名

押切外四ヶ大字財産区特別会計

会 計 名

介 護 保 険 特 別 会 計

特　別　会　計　決　算　状　況　の　一　覧

会 計 名

会 計 名

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
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（単位：千円）

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 1,241,314 1,118,432 122,882

H30 1,238,806 1,136,478 102,328

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 282,205 869,418 △ 587,213

H30 311,147 908,185 △ 597,038

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 1,853,543 1,908,977 △ 55,434

H30 － － －

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 1,740,010 2,245,181 △ 505,171

H30 － － －

収 益 的 収 入 収 益 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 520,008 910,044 △ 390,036

H30 482,364 960,772 △ 478,408

資 本 的 収 入 資 本 的 支 出 収 支 差 引 額

R01 27,268 49,626 △ 22,358

H30 37,646 71,566 △ 33,920

会 計 名

病 院 事 業 会 計

会 計 名

水 道 事 業 会 計

会 計 名

下 水 道 事 業 会 計

※下水道事業会計は令和元年度から企業会計となったので、前年度決算額を空欄としてい
ます。

企　業　会　計　決　算　状　況　の　一　覧
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